
ウクライナの食料・農業分野の復興に向けた

農林水産省の取組

２０２６年９月



ウクライナにおいて食料・農業分野は主要な産業

第５回 日ウクライナ農業復
興戦略合同タスクフォース
（202６年２月）での

ウクライナ経済・環
境・農業省（当時）の
説明資料 より

食料・農業分野は
GDPの17・6％を占める
（2024年）

輸出に占める
農産物の割合は56％
（2025年）
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ウクライナの農業は世界の食料安全保障にとって重要

UkraineInvest のWebサイト（Agrifood – UkraineInvest）資料
“Investment Opportunity of Agroprocessing Sector” より

世界の食料貿易に占めるウクライナ産品の割合は、
ヒマワリ油で約3割（シェア１位）、小麦で１割弱（シェア５位）
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食料・農業分野の復興需要
RDNA5 (2026年２月、ウクライナ政府、世界銀行等)より

• 農業分野では、農業機械、貯蔵インフラ等、103億ドルの損害が発生、
復興に向けた資金ニーズは５５３億米ドルと推計

• 灌漑・水資源分野では、
貯水池、ポンプ場、水路、
パイプライン等で損害が発生、
復興に向けた資金ニーズは
125億米ドルと推計

• 食品産業を含む商工業分野
では、工場、商業施設、設備、
在庫等で損害が発生、
復興に向けた資金ニーズは
６３３億米ドルと推計

UkraineInvest のWebサイト（Agrifood – UkraineInvest）資料
“Investment Opportunity of Agroprocessing Sector” より 3
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ウクライナ政府や国際機関が、食料・農業分野の復興に向けたビジョンや計画を作成・公表

2030年までのウクライナの農業および農村地域の発展を
目指す戦略を発表

➢農業と農村開発戦略2030 （2024年6月：農業政策・食料省）

https://www.agroberichtenbuitenland.nl/site/binaries/site-
content/collections/documents/2024/06/07/ua-strategy-agro-and-rural-
development/Presentation+of+the+Strategy+UA+agriculture+and+rural+developmet+till+2030.pdf
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ウクライナは、周辺国と比べ広大な農地面積を有すものの、
農業産出額は東欧諸国程度で、生産性向上の余地が見込まれる。

令和５年度 ウクライナ農業生産力回復支援事業 委託事業報告書より
https://www.maff.go.jp/j/yusyutu_kokusai/attach/pdf/ukraine-16.pdf 5



➢食料・農業分野の復興への日本企業の参画、将来のビジネス展開を推進すべく

① ウクライナ政府関係省庁との連携強化

政策対話（JTF）、各種会談・国際会議での連携・情報発信

② 日本の食料・農業関係企業とウクライナ関係者の関係強化

民間企業間の覚書披露、官民ミッション派遣、現地商工会等とのビジネスマッチング

③ 食料・農業関係企業のビジネス展開支援
FS、関係者の招へい等の実施支援、官民での戦略検討

等を実施

ウクライナの食料・農業分野の復興に向けた農林水産省の取組

2024年度 202５年度 202６年度202３年度

関係省庁との
連携体制
維持・強化

日本企業の
ビジネス展開

支援

日本企業と
ウクライナ関係
者の関係強化

政策対話
（JTF）

会談等

民間企業
覚書披露等

商工会等との
ビジネス
マッチング

FS等の
実施支援

官民での
戦略検討

① ② ③ ④ ⑤ ⑥
（調整中）

鈴木副大臣／
農業政策・食料省

農林水産省と農業政策・食料省
覚書署名・交換（武村副大臣）

江藤大臣／
第一副首相兼経済相

鈴木大臣／
経済・環境・農業相

官民ミッション
経済・環境・農業省
との会談

農業政策・食料省と
の会談

農業政策・食料省と
の会談

日ウ経済復興
推進会議

官民ラウンドテー
ブル（ベルリン）

官民ラウンドテー
ブル（ローマ）

日ウ経済復興
推進フォーラム

ウクライナ商工会（UCCI）、アグリビジネス
クラブ（UCAB）等とのネットワーキング

アグリビジネスクラブ（UCAB）等との
ネットワーキング（調整中）

FS等 ５件の支援
日本・第三国への招へい35名、関係者のウクライナ訪問計27名

FS等 ９件の支援
日本・第三国への招へい18名、関係者のウクライナ訪問計20名

FS等 ９件を支援予定

① ② ③ ④
兼 食料・農業復興支援セミナー
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①ウクライナ政府関係省庁との連携強化

➢2023年11月以降、農業政策・食料省との政策対話、「日ウクライナ
農業復興戦略合同タスクフォース（JTF）」を計５回開催。
（内閣官房、外務省、在ウクライナ日本国大使館、経済産業省、JICA、JETROも参加）

➢官民ミッションの現地派遣時に、ウクライナ関係省庁・自治体と意見
交換し関係を強化。

第５回JTF（2026年2月）の模様（バシュリク経済・環境・食料省次官からの挨拶

第１回官民ミッション
（2025年10月）で

経済・環境・食料省次
官等と意見交換

■政策対話（日ウクライナ農業復興戦略合同タスクフォース）

第１回官民ミッション
（2025年10月）で
リヴィウ市長等
と意見交換 7



①ウクライナ政府関係省庁との連携強化
■各種会談・国際会議での連携・情報発信

➢食料・農業分野を所掌するウクライナ関係省庁とハイレベルで会談

➢農林水産省とウクライナ農業政策・食料省とで協力覚書を署名・交換

➢日ウクライナ官民ラウンドテーブル等で、食料・農業分野での農林水
産省の取組を情報発信。

鈴木農林水産大臣と、ソボレフ・ウクライナ経済・環境・
農業大臣との会談

（2026年１月17日 ＠ ベルリン農業大臣会合）

日ウクライナ官民ラウンドテーブル
（2025年６月＠ローマ）における
農林水産省 笹路 輸出・国際局審議官

による説明

武村農林水産副大臣（右端）が、
農林水産省とウクライナ農業政策・食料
省との協力覚書の交換式に出席
（2024年６月@ベルリン）
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②日本の食料・農業関係企業とウクライナ関係者の関係強化

日・ウクライナ経済復興推進会議等の機会に、
食料・農業関係で多数の企業等が覚書を交換

2024年2月
経済復興推進会議

食料・農業関係 .
12件（全56件中）

2025年8月
経済復興推進ﾌｫｰﾗﾑ

食料・農業関係.
17件（全29件中）

2024年6月
官民ラウンドテーブル

食料・農業関係.
6件（全23件中）

■民間企業間の覚書披露、官民ミッション派遣、現地商工会等とのビジネスマッチング

➢食料・農業分野で取組を行う民間企業の覚書交換を支援・促進

➢官民ミッションによる現地訪問の機会に、現地企業とのビジネスマッ
チングを促進

日・ウクライナ経済復興推進会議（外務省HP）

キーウ市での
ｳｸﾗｲﾅ商工会(UCCI)及び
ｳｳｸﾗｲﾅ農業ﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾗﾌﾞ(UCAB)
とのビジネスマッチング
（2025年10月）

リヴィウ市
ジャパンデスクでの
ビジネスマッチング
（2025年10月）
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③食料・農業関係企業のビジネス展開支援
■FS、関係者の招へい等の実施支援

➢民間企業による、実現可能性調査や相手国カウンターパートの招へ
いなど、日本の農林水産・食品関連企業の事業展開に向けた必要な
取組を支援

➢取組状況は、政策対話等の機会にウクライナ側官民と共有

➢日本企業の技術・製品等の適用・導入に繋がった事例も

●2024年に農林水産省が支援した日本企業の取組

（株）前川製作所

鶏肉自動脱骨機に係る招へい
（2024年9月＠宮城）

（株）カクイチ

ナノバブル発生装置導入農場の視察
（2024年10月＠栃木）

AC Biode（株）

簡易倉庫の試験施工
（2024年12月＠ポーランド）

メビオール（株）

特殊フィルムを用いたトマト栽培の
技術研修（2024年5月＠ボツワナ）

NTC
インターナショナル（株）

水管理方法の視察
（2024年11月@愛知）

日本・第三国への
関係者の招へい

計35名

日本企業関係者の
ウクライナ等訪問

計27名
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202５年に農林水産省が支援した日本企業の取組

③食料・農業関係企業のビジネス展開支援
■FS、関係者の招へい等の実施支援

愛宕商事（株）

農産物の輸出入に関する商談
（2025年10月＠ウクライナ）

NTC
インターナショナル（株）

土壌改良材（STEIN）の試験施工
（2025年10月＠ウクライナ）

AC Biode（株）

Bio SAPの現地導入に向けた打合せ
（2026年2月＠ウクライナ）

グリーン（株）

IoTセンシングを活用した施設園芸の
視察（2026年1月＠神奈川）

（株）誠 和

園芸ハウスの技術研修
（2025年10月＠栃木）

（株）フジタ

コールドチェーン構築に関する打合せ
（2026年1月＠ポーランド）

Degas（株）

AIと衛星画像を用いた農地管理の
打合せ（2026年1月＠WEB）

（株）ゼンショー
ホールディングス

寿司製造・衛生管理の技術研修
（2025年8月＠東京）

（株）前川製作所

ベリーの鮮度試験
（2025年11月＠茨城）

日本・第三国への
関係者の招へい

計18名

日本企業関係者の
ウクライナ等訪問

計20名
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➢ウクライナ復興支援に取り組む日本側の関係省庁・機関、民間企業の
間で、食料・農業分野での取組状況を共有する「食料・農業分野にお
けるウクライナ復興官民戦略会議」を開催

➢民間企業の先行事例等を紹介する「ウクライナ食料・農業復興支援セ
ミナー」も開催

■官民での戦略検討

③食料・農業関係企業のビジネス展開支援

12


	既定のセクション
	スライド 0

	タイトルなしのセクション
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12


